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来年１月１日から施行される改正男女雇用機会均等法と育児・介護休業法

にかかる省令等が８月２日に公布された。省令等は改正法と同じく来年１

月１日に施行・適用される。特集では省令等のポイントについて解説を行

うほか、新たに策定された「指針」も掲載する。

※「全国ハローワーク探訪」は休載します。
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